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_ 入札書の受領期限等
{ 受領期限 平成23年７月25日（月）午後
４時00分まで（ただし、郵送による入札の
場合については、書留親展とし、同日同時
刻迄必着のこと）

| 提出方法 持参または郵送することとし
ます。（電送は認めません。）

` 開札（入札執行）の日時及び場所
{ 日時 平成23年７月26日（火）午後２時
30分

| 場所 中日本高速道路株式会社名古屋支
社８階入札室

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した役務を実施できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
して下さい。入札者は、開札日の前日までの
間において、契約担当者から当該書類に関し
説明を求められた場合は、それに応じて下さ
い。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とします。

` 契約書の作成の要否 要
a 手続における交渉の有無 無
b 詳細は、入札説明書等によります。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hisashi Iwata, Director

General of Nagoya Branch, Central Nippon

Expressway Company Limited

] Classification of the products to be pro-

cured : 17

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : 9 Patrol cars (type A2)

_ Delivery period : 19, Jan. 2012

` Delivery place : Toyota Maintenance and

Customer Service Center of Central Nippon

Expressway Company Limited and 6 other

places.

a Qualifications for participating in the

tendering procedures :

{ Not come under Article 11 of the Cen-

tral Nippon Expressway Company regu-

lation concerning the contract procedures

| Have been qualified as a general com-

petitive bidder by submitting following

documents till time-limit for tender

・Copy of the commercial register

・The latest financial statements

・Copy of certificate of tax payment

・Document describing the company ca-

reer

} Have proved experience of manufac-

ture or delivery of such the purchases or

same types of machinery

~ Have proven to have prepared system

to provide rapid after-sales service and

maintenance for the purchases

b Time-limit for submitting following do-

cuments of tender : 4 : 00 P.M.3, June 2011

c Time-limit for the submission of tender :

4 : 00 P.M.25, July 2011

d Contact point for the notice : Masahiro

Yumiya, Assistant Manager of Contract

Team, Nagoya Branch, Central Nippon

Expressway Company Limited, 2`18`19

Nishiki Naka-ward Nagoya-city, Aichi-

pref, 460`0003, Japan. Tel 052`222`1448

入札公告の変更

平成 23年５月 23日
契約責任者
東日本高速道路株式会社
東北支社長 鈴木 辰夫

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 04

１ 掲載日及び調達等件名
\ 平成23年１月６日（号外政府調達第３号・
72・73ページ）「常磐自動車道 坂元工事」

２ 変更箇所
\ ３_ 入札書の提出期限、場所及び開札日
時 {入札書の提出 イ）提出期限 「平成
23年３月30日午後４時00分」を「平成23年５
月23日午後４時00分」に、|開札日時 「平
成23年３月31日午後１時30分」を「平成23年

５月24日午後１時30分」に、５` Time-li-

mit for the submission of tenders by elec-

tronic bidding system : 「 4 : 00 P.M. 30

March 2011. if by registered mail must

reach us by, 4 : 00 P.M. 30 March 2011」を
「4 : 00 P.M. 23 May 2011. if by registered

mail must reach us by, 4 : 00 P.M. 23 May

2011」にそれぞれ変更致します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 23年５月 23日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

金沢医療センター院長 能登 裕
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 17

〇第 06002号（c06002）
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 独立行政法人国立病院機構金沢医
療センター放射線治療棟等建替整備工事

^ 工事場所 石川県金沢市下石引町１番１号
独立行政法人国立病院機構金沢医療セン

ター内
_ 工事内容 本工事は放射線治療棟等の建替
整備を行うものである。放射線治療棟増築工
事（鉄筋コンクリート造地上３階地下１階建）
建築面積約1¶117•25fl、延床面積約3¶532•18fl。
自走式立体駐車場新築工事（鉄骨造地上２階
地下１階建）建築面積約925•77fl、延床面積
約2¶595•32fl。既存改修延床面積約1¶914•64fl。
既存建物解体延床面積約1¶713•45fl。外構工
事一式。
なお、当該工事は建築工事、電気設備工事
及び機械設備工事の一括発注である。

` 工期 約18ヶ月以内（最終完成工期は平成
24年度予定） ただし、放射線治療棟増築工
事については平成24年５月18日までとする。

a 使用する主要な資機材
{ 建築
一 放射線治療棟増築工事 コンクリート
約3¶575‚、鉄筋約475ｔ、鉄骨約20ｔ、
板ガラス約285fl

二 自走式立体駐車場新築工事コンクリー
ト約740‚、鉄筋約65ｔ、鉄骨約230ｔ

| 電気 高圧受変電設備2¶200kVA、非常
用発電機350kVA、ＵＰＳ設備50kVA、昇
降機：放射線治療棟１基、自走式立体駐車
場１基

} 空調 ビル用マルチエアコン約110kW、
ガスエンジンヒートポンプマルチエアコン
約750kW、外気処理用空冷パッケージエ
アコン約230kW

~ 衛生 推定末端圧一定加圧給水ポンプ４
台、運転ロータリー7•5kW×４台、ＲＩ排
水処理施設15‚×３槽

２ 競争参加資格
\ 競争参加者は次に掲げる{又は|の者とす
る。
{ 次の]からeまでに掲げる条件を全て満
たしている単体有資格者（経常建設共同企
業体を除く。）により構成される特定建設工
事共同企業体（以下「共同企業体」という。）
であって、独立行政法人国立病院機構金沢
医療センターから独立行政法人国立病院機
構金沢医療センター放射線治療棟等建替整
備工事に係る共同企業体として資格認定通
知を受けた者であること。
構成員の数は２社または３社とする。出
資比率は、すべての構成員が均等割の10分
の６以上であること。

| 次の]からeまでに掲げる条件を全て満
たしている単体有資格者（経常建設共同企
業体を含む。以下同じ。）。

] 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条及び第６
条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で

あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同５条中の「特別の理由がある場
合」に該当する。

^ 厚生労働省から東海北陸ブロックにおける
「建築一式工事」に係る一般競争参加資格の
認定を受けていること。（会社更生法（平成14

年法律第154号）に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開始の
申立てをした者については、手続開始の決定
後、東海北陸ブロックの一般競争参加資格の
再認定を受けていること。）

˜
�


		2011-05-22T14:37:20+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




